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概要
仕様変更や機能追加が頻繁に繰り返されるソフトウェアは，「開発成果物の一貫性欠如」や「トレーサビリティーの
低下」などの問題を起こしやすい．このため，変更を重ねるごとに変更量が増加していく傾向にある．我々は，これ
らの問題を解決するために，アーキテクチャ指向設計手法 (ACE)を導入する．ACEでは，変更量を増加させるリ
スクを早期に分析し，リスクを回避するための対策を求める．そして，このリスクと対策を “ポリシー”としてソフ
トウェアアーキテクチャを中心に，ソフトウェアライフサイクル全体へ反映させる．ソフトウェア開発に ACEを適
用することで，保守フェーズでの変更量を含むトータルコストの抑制が可能になる．本稿では ACEの概要と，ポリ
シーを反映したアーキテクチャ構築プロセスを説明し，ACEを適用した結果得られる効果について検証する．
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Abstract
Many software systems is suffering from the problems such as ”inconsistency among the development artifacts”
and ”less treaceability in the development processes” caused by frequent specification changes and functionality
additions. The cyclic ad-hoc modifications applied to those systems, hence, likely to increase the maintenance
cost. In this paper, we describe the concept of “Architecture Centric Engineering(ACE)” and its architecture
design process as a solution for those problems. ACE allows the developers to alalyze the risks in the software
lifecycle and consider the solutions. Developers will deploy such risks and solutions, what we call “policy”, into the
development artifacts through software architecture. Applying ACE to the development process, we can reduce
total development cost, especially in maintenance phase. We also evaluate the effects obtained.

1 はじめに

近年のソフトウェアは，ますます大規模，複雑化してき
ており，仕様変更，機能追加の頻度やバリエーションも多
くなってきた．一方で，携帯電話等のシリーズ製品のソ
フトウェアは，その開発サイクルが短くなってきているた
め，生産性の向上や品質保証コストの削減が求められる．
ソフトウェアの生産性の向上・品質の確保のためには，
如何に良い設計を行えるかがポイントの一つとなる．し
かしながら，実際のソフトウェア開発現場では，納期など
の制約からアドホックな変更が積み重ねられ，メンテナン
スがやりにくくなっている場合が多い．
我々は，これまでに幾つかのソフトウェア開発に対して
支援活動を行って来た．これらのソフトウェアは，シリー
ズ製品やインデント製品など，用途や将来の展開も様々で
あったが共通して，「繰り返し不具合修正や機能追加を
行って行くうちに，同じボリュームのソースコードに対す
る変更量が大きくなっていく」という傾向がが見られた．
特にシリーズ製品などでは，この傾向が顕著であった．ソ
フトウェアの静的構造解析や開発プロセスの分析，不具合
情報の分析などにより，これらの開発成果物を調査したと

ころ，ソフトウェアのライフサイクルの中で，機能追加や
品質要求の変更と,それに伴う不具合修正が繰り返し行わ
れていた. これらの変更や修正の可能性がリスクとして早
期に分析され，「この部分が変更されてもよいように，こ
のような作りにしておく」という考えが成果物に反映さ
れていれば，最小限で済んだはずである．
つまり，早期にリスクを分析し，リスクを回避するた

めの対策を設計根拠として開発成果物に反映していれば，
変更量を抑制できた可能性が高いと考えられる．
我々は，変更量の抑制には，リスクとその対策を具体的

な設計根拠として表現することが重要であると位置付け，
これら設計根拠の集合を「ポリシー」と定義する．そし
て，ポリシーがどれくらい反映されているかという観点
から開発成果物を再分析した結果，以下の 2つの問題が
重要であると結論付けた．

(1) 開発成果物の一貫性欠如

開発成果物の一貫性欠如とは，ソフトウェアライフサイ
クル内の全てのプロセスが，共通のポリシーに基づいて
行われないため，成果物である設計ドキュメント及びソー
スコードが，各開発者の独自な考えに基づいたよせ集め
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になっていることである．納期に追われてその場しのぎで
行った変更の繰り返しも，一貫性の欠如を助長する要因と
なる．
一貫性の欠如した成果物は，冗長なソースコードに繋

がる．これを変更し続けて行くことで不具合を散在させ
てしまい，結果として変更量の増大に繋がる．

(2)トレーサビリティの低い開発成果物

トレーサビリティの低い開発成果物には，「何を作るか」
という情報は記述されていても，「なぜ，このような作り
にしたか」というポリシーが明確に示されていない．
このため，仕様変更などが起こった場合，開発者は自分
の考えや納期などの制約のみを考慮して成果物を変更し
てしまう．これを繰り返すことで，成果物の保守性が低下
し，変更量は増大してしまう．

これらの問題を解決するために，我々は，トップダウン
にポリシーを具体化し，ソフトウェアの開発成果物に反映
する設計手法であるアーキテクチャ指向設計手法 (ACE)
を提唱する．ACEは以下のプロセスから構成される．

• ポリシーを具体化し，アーキテクチャを構築するプロセス
• アーキテクチャから実装までを行うプロセス
本稿では ACEの概要及び，手法の前段であるアーキ

テクチャ構築プロセスについて述べる．また，ACEによ
りこれら 2つの問題が解決されたかを検証する．

2 ACEの概要
ここ数年，ソフトウェア開発において，アーキテクチャ
の重要性が提唱され [1, 2]，開発プロセスの中心的な役
割を担ったり実際のソフトウェア開発に適用されてきた
[3, 4, 5]．
本稿では，アーキテクチャを，ソフトウェアシステムの
マクロレベルの構造と動作原理を規定するものと定義す
る．アーキテクチャの役割は，開発メンバー全員がソフト
ウェアの全体的な捉え方や考え方を共有する基盤になる
ことである．アーキテクチャで規定された構造や動作原理
は，以降の開発プロセスにおいて成果物を導出する際の
制約として働くので，開発プロセスに一貫性を持たせる
ことができる．このため，ACEではアーキテクチャを開
発プロセスの中心として据えている．
これまでにも，機能要求に基づいてアーキテクチャを構
築する手法や [6, 7]，非機能要求を用いたアーキテクチャ
の構築手法や分析手法が提唱されてきたが [8, 9, 10, 11]．
トップダウンでポリシーを具体的に反映し，開発プロセス
の一貫性を保つためのアーキテクチャ構築手法について
は言及されていない．
アーキテクチャを構築する作業は，非常に抽象的で複雑

な知的作業を伴うため，実際の開発現場で適用すること
は納期などの制約から困難な場合がある．この困難さを
克服するためには，ポリシーを抽出する具体的な方法と，
ポリシーをアーキテクチャへ反映させる方法を確立する事
ができれば，アーキテクチャを構築する作業が従来の方法
に比べて比較的容易になるというのが我々の考えである．
そこで，以下の技術を ACEの中心的な技術に位置付

けている．

• ポリシーを抽出する具体的方法
• アーキテクチャへ反映しやすいポリシーの表現方法

また，ポリシーの具体化と，アーキテクチャに基づいた
開発方法により，開発成果物は以下の効果が得られるた
め，ソフトウェアライフサイクル全体における変更量の削
減が期待できる．

• ポリシーによりソフトウェアライフサイクル全体で成果物
の一貫性が保てる

• ポリシーを用いてアーキテクチャを構築する過程が示され
るので，トレーサビリティが向上する

次章以降では，ACEの前段である，アーキテクチャ構
築プロセスについて説明し，会議室予約システムのアー
キテクチャ構築例を示す．

3 アーキテクチャ構築プロセス
アーキテクチャ構築プロセスを図 1に示す．このプロセ
スの入力は VoC と VoM であり，出力はアーキテクチャ
である．

VoC(Voice of Customer)は，顧客の要求を記述したも
のである．また，VoM(Voice of Manager)は，経営者か
らプロジェクトマネージャに至るまでの管理者が提示し
た，製品の展望や開発環境，開発体制，利用する要素技術
などである．

図 1: アーキテクチャ設計プロセス

アーキテクチャ構築プロセスは，以下に示すサブプロセ
スから構成される．

• ユースケース分析プロセス
• ポリシー抽出プロセス
• アーキテクチャ導出プロセス
ユースケース分析プロセスの役割は，VoC から「何を
作るか」という機能要求を明確にする事である．
ポリシー抽出プロセスでは，以下の役割を担う．

• リスクを早期に分析し，対策を導く
• 重要なリスクに着目できるようにする
• ポリシーを，アーキテクチャに反映しやすい表現にする
アーキテクチャ導出プロセスは，ポリシーを，構造と動
作原理で表現する作業である．このプロセスでは，VoD
毎にアーキテクチャの一部分 (アーキテクチャ要素)を構
築し，それらを結合したものをソフトウェア全体のアーキ
テクチャとして表現する．

ACEでは，アーキテクチャ構築プロセスを複数回行い，
アーキテクチャを徐々に具体化する．以下に，ACEにお
けるアーキテクチャ構築プロセスの詳細について説明する．
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3.1 ユースケース分析プロセス

ユースケース分析プロセスでは，VoC を入力として，
ユースケース記述を出力する．VoC は機能要求や非機能
要求を含んだ，あいまいな要求であるため，この VoCか
ら機能要求のみを抽出する．

ACEのユースケース分析では，各サイクルの抽象度に
応じたユースケースのみを記述する．このプロセスで重
要な事は以下の通りである．

• 各ユースケースの抽象度を統一する
• アーキテクチャ構築プロセスを実装プロセスと切り
分けるために，必要以上にブレークダウンしない

3.2 ポリシー抽出プロセス

ポリシー抽出プロセスは図 3に示すように，VoM,VoC,
ユースケース記述を入力として，ポリシーを出力する．こ
こで，ポリシー抽出プロセスで用いる用語を明らかにする．

[アーキテクチャ特性] 我々はユースケースからリスクを
分析するために，アーキテクチャ特性を導入する．アーキ
テクチャ特性とは，図 2に示すように，ソフトウェアの品
質特性 [12]の内部特性を変更し，ソフトウェア開発プロ
セス上のリスクを洗い出しやすいように，35の質問形式
で表現したものである．アーキテクチャ特性は品質特性に
当たる大項目，副特性に相当する中項目がある．また，内
部項目に相当する小項目は，関連の深い中項目に分類し
ている．中項目及び小項目は，ソフトウェアライフサイク
ル全体におけるリスクをできるだけ多く洗い出せるよう
に削除／追加／変更している．このように本来ソフトウェ
アを評価するために利用している品質特性を，リスクを
分析するための質問群として利用することで，最初から
リスクを回避するための対策を考慮し，ポリシーとして
アーキテクチャに反映させることができるようになる．
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図 2: アーキテクチャ特性の質問 (抜粋)

[VoD] ACEでは，リスクを回避するために，アーキテ
クチャを構築する上での対策を求める．このリスクと対
策の組を VoD(Voice of Developer)と呼ぶ．VoD は
「あるリスクが起こってもよいように，この部分を独立に
する」の様に表現される．

[VoD Network] ACEでは，VoD を整理して，ポリ
シーを抽出するために，VoD Network を導入する．VoD

Networkは，VoD 間の関係を明確に表現し，矛盾を解消
することを目的とする．以下ではポリシー抽出プロセス
内の，「VoDの抽出」，「VoDの絞り込み」，「VoD間の関係
の整理」という 3つの手順について詳細に説明する．
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図 3: ポリシー抽出プロセス

3.2.1 VoD の抽出

VoDの抽出は，図 3の，リスク洗い出しから絞り込み
までの手順であり，ユースケース記述を入力とし，リスク
と対策の組であるVoDの集合を出力する．VoDの抽出に
おける目的は，機能要求からリスクを洗い出し，リスクを
回避する対策を記述することである．以下に VoDの抽出
手順を示す．

step1 リスクの洗い出し ユースケース分析で導出され
た各ユースケースに対して，アーキテクチャ特性の各質
問に答えることでできる限り多くのリスクを洗い出す．例
えば，移植性に関するリスクの具体例は，「他のプラット
フォームに移植するかもしれない」などである．

step2 対策の導出 得られた全てのリスクに対して，以
下の項目を記述することで対策を導き出す．

• 可能性…どんな場合にリスクが発生するか
• 許容度…どこまで考慮すべきか
• 対策…アーキテクチャ設計上の対策
このようにして得られたリスクと対策を組とする VoD

を作成する．リスクやリスクに対する各項目を記述すると
きには，VoC を達成目標とし，VoM を制約として扱う．

研究会Temp 
－213－



なお，対策の記述は，構造の分割か，動作原理 (振舞いや
仕組み)を示すようにする．

3.2.2 VoD の絞り込み

VoD の絞り込みでは，抽出された VoD 集合を入力と
し，現サイクルで必要な VoD 集合を出力する．入力と
なる VoD 集合は 様々な抽象度のものが含まれているが，
アーキテクチャ構築は繰り返し行われるため，現サイク
ルがフォーカスしている範囲の VoDに絞り込む必要があ
る．VoD の絞込み手順を以下に示す．
step1 VoDが現サイクルに必要かを判断する

トップレベルでの判断基準は以下の通り

• 全体的な構造の分割についての対策か
• 全体的な動作原理についての対策か

step2 不要とされた VoD は次サイクルで用いるためにマーク
する．

3.3 VoD 間の関係の整理

ここでは，絞り込まれた VoDを入力とし，ポリシーを
得る．ここでの目的は，VoD Network を用いて VoD間
の関係を明確にすることと，VoDを整理することで，優
先度付けされた VoD集合,つまりポリシーを抽出するこ
とである．以下に各手順の詳細を説明する．

step1 VoD Network 構築 まずは，VoD Network を
用いてVoD間の関係を明確にする．VoD NetworkはVoD
をノードとして，「類似」・「相反」等の関係を辺として表
現したネットワークである．VoD Networkを構築するた
めには，全ての VoDを以下の関係で結び付ける．
• 類似関係…実線
• 依存関係…単方向の矢印を持つ実践
• 相反関係…双方向矢印を持つ実線
• 互いに共存可能な関係…何も結ばない
尚，ここでいう依存関係とは，「VoD1 は，VoD2 の対
策が行われることを前提としている」という意味であり，
VoD1から VoD2への矢印で表現する．VoD1がポリシー
として選択されると，暗黙のうちに VoD2もポリシーと
して選択されたことになる．しかし，この逆は成り立た
ない．

step2 VoDの整理・優先度付け この作業では，VoDの
集合から，重要なものを選択してポリシーを出力する．こ
のためには，VoD Network上のVoDを整理してまとめれ
ばよいのだが，設計プロセスの一貫性を保つためには，「ど
の VoDがより重要か」を示す必要がある．つまり，VoD
を優先度付けしなければならない．従って，この作業は以
下の手順で行う．

1. 類似するVoDを 1つにまとめる

2. 相反するVoDから最も重要な 1つに絞る

3. これらの VoDに優先度を付ける

VoD の優先度付けや取捨選択の手法としては AHP[14]
などの手法を利用すると良い．

3.4 アーキテクチャ導出プロセス

アーキテクチャ導出プロセスでは，ポリシーを入力と
し，アーキテクチャを出力する．以下では，アーキテク
チャ導出プロセスの各手順について述べる．

3.4.1 step1 アーキテクチャ要素構築

ポリシー内の各 VoDの対策を，アーキテクチャ要素と
いう形で表現する．もし対策の内容を表現できるアーキ
テクチャパターンがあれば利用する．アーキテクチャ要
素の記述は UML[13]のクラス図を用いた概念クラス図で
ある．

3.4.2 step2 アーキテクチャの結合

ポリシーから構築されたアーキテクチャ要素を結合し，
ソフトウェア全体のアーキテクチャを構築する．結合する
際には，VoDの優先度順に，対応するアーキテクチャ要
素を重ねていく．各要素の重ね合わせ時に考慮すべき項目
を以下に示す．
todo1 役割の統一

• クラス名などの名前を統一する
• クラスの役割を統一する

todo2 抽象度の整合

• 抽象度が高いクラスは具体的なクラスと継承関係
を結ぶ

todo3 振舞い (動作原理)の確認

• 各ユースケースを実行する際のシナリオを決定し，
実行可能かを判断する．

ここで重要なのは，VoDの優先度順にアーキテクチャ
要素を組み合わせて行く過程をドキュメントとして明記
しておくことである．これによりポリシーのトレーサビ
リティが確保される．

4 アーキテクチャ構築例
本章では，ACEの アーキテクチャ構築プロセスを用

いて，ある部署の会議室予約システムのトップレベルアー
キテクチャを構築する例を説明する．プロセスの入力とし
て，以下に示す VoCが与えられた．
• ユーザは端末にログインして会議室の予約・キャンセル・
閲覧等を行う

• 日付，時間，会議室など，適切に入力して予約・キャンセ
ル・閲覧する

• システムはユーザ情報を参照して予約，キャンセルを行う
• 画面は直感的に判りやすいものにする
また VoMとして，動作環境，開発環境，開発期間，要
素技術，将来展望，移植性などについて制約が与えられ
た．これらの中には，
• 将来展望:他部門にも横展開したい
• 開発コスト: 2人月
• 移植性:Unix/Windowsで利用可能にする

などの，アーキテクチャに関連しそうな項目も含まれて
いた．以下では，これらの入力に対して行ったトップレベ
ルアーキテクチャの構築過程を示す．
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4.1 ユースケース分析

VoC から，アクタであるユーザに対して，システムが
果たすべきサービスという観点でユースケースの候補を
列挙すると，以下が得られた．

候補 1 ユーザを認証する

候補 2 予約を閲覧する

候補 3 会議室を予約する

候補 4 予約をキャンセルする

候補 5 日付，時間，会議室などを入力する

候補 6 ユーザ情報を参照する

これらの中でユーザと直接結ばれるトップレベルのユー
スケースは，候補 1-候補 4の 4つである．但し，候補 1
に関しては，他の 3つのユースケースを実行するために
必要なユースケースであるため，除外する．その結果とし
て得られたユースケース UC1-3を図 4に示す．
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図 4: ユースケース図

4.2 ポリシー抽出

4.2.1 VoD 抽出

会議室予約システムの各ユースケースに対して，VoD
抽出を適用した．

step1: リスク洗い出し 各ユースケースに対して，アー
キテクチャ特性の質問に答えることで，リスクを求める．
UC1に対して，図 5に示すアーキテクチャ特性の質問に
対する答えとして，「予約方法が変更されるかもしれない」
と「予約画面の仕様が変更されるかもしれない」というリ
スクが得られた．同様に，各ユースケースに対して，全て
のアーキテクチャ特性の質問に答えたところ，以下に示す
個数のリスクが得られた．

• UC1 会議室を予約する … 11個

• UC2 予約をキャンセルする … 11個

• UC3 予約を閲覧する … 13個

つまり，システム全体として考えられるリスク総数は
35個である．

step2,3: 対策の導出，リスクと対策の組を VoDとする
各リスクに対して，アーキテクチャを構築する上での対策
を求めたところ，37個得られた．例えば，UC1から得ら
れたリスク例に対して，可能性，許容度，対策を洗い出し
たところ，以下が得られた．

• Risk「予約方法が変更されるかもしれない」

– 可能性…複数の日付を指定して予約したいかもしれ
ない

����� �����	�
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図 5: アーキテクチャ特性の質問と UC1に対して得られ
たリスク

– 許容度…予約だけでなく，他のユースケースに対し
ても考慮する

– 対策…予約方法が変更されてもいいように「予約依
頼」という共通の枠組を作る

• Risk「予約画面の仕様は変更されるかもしれない」

– 可能性…他の部署に展開するときは，画面仕様が変
更される．

– 許容度…社内展開のみを考慮する

– 対策…UIと予約情報処理を分離する

この例における VoDは，「予約方法が変更されてもよい
ように，予約依頼という共通の枠組を作る」「予約の画面
仕様が変更されてもよいように，UIと予約情報部分を分
離する」という表現になる．なお，リスクより対策の方が
多いのは，リスクを回避するための対策が複数あったため
である．

4.2.2 VoD 絞り込み

抽出された 37個の VoDには「データの安全性を確保
するために，DBMSのバックアップを定期的に行うよう
にする」などといった，トップレベルアーキテクチャには
具体的すぎるものも含まれていた．これらの VoD から、
トップレベルのアーキテクチャを導くために必要なもの
のみに絞り込んだ結果，以下に示す 8つの VoDが得られ
た．なお，各 VoDは，括弧内のユースケースから導出さ
れたものである．
VoD1: 予約の画面仕様が変更されてもいいように，UIと予約

情報処理部分を分離する (UC1)

VoD2: プラットフォームが変わってもいいように，UIを変更
可能にしておく (UC2))

VoD3: 様々な画面から予約できるように，UIと予約情報は独
立にしておく (UC3)

VoD4: 予約方法が変更されてもいいように「予約依頼」という
共通の枠組を作る (UC1)

VoD5: 予約取消方法が変更されてもいいように，予約を共通に
処理できる仕組みを作る (UC2)

VoD6: 閲覧方法が変更されてもいいように，「閲覧依頼」という
共通の枠組を作る．また依頼と予約情報は分離しておく
(UC3)

VoD7: 複数の処理要求に対応できるように，予約情報の整合性
を確保する仕組みを作る (UC1)

VoD8: 複数の処理要求に対応できるように，予約情報を多重化
しておく (UC3)
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4.2.3 VoD間の関係の整理

step1: VoD Network 構築 会議室予約システムの
VoD Network(図 6) では，VoD1-VoD3及び VoD4-VoD6
がそれぞれ類似関係で結ばれ，２つの VoD集合となった．
また，VoD7，VoD8は相反する関係で結ばれた．
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図 6: VoD Network

step2: VoDの整理，優先度付け
1. 類似する VoD を 1つにまとめる

VoD1-3 及び VoD4-6 の２つの集合は，それぞれ VoD1，
VoD4を基にして，１つずつのVoDにまとめられた．VoD1-
3に対しては，全てのリスクは，「画面仕様が変更される」
とまとめられた．対策部分は同じ意味のため，「UIを予約
画面と分離する」とまとめた．これにより，3つの VoDは
「画面仕様が変更されてもいいように，UIと予約情報部分
を分離する」となる．また，VoD4-VoD6では，予約／キャ
ンセル／閲覧方法が変更になるかもしれないというリスク
は，「処理要求が増えるかもしれない」とまとめられた．ま
た，対策は「依頼という共通の枠組を作り，依頼が予約情
報を操作する」となった．

2. 相反する VoD から最も重要な 1つに絞る
3つ以上の相反する VoDに対しては，AHP を用いるとよ
いが，ここでは 2つだけなので，単純にどちらかを選択す
る．ここでは，VoMの開発コストが 2 人月であることか
ら，開発コストの低い VoD7を選択した．

3. VoD に優先度を付ける
この段階で，VoDは 3つに絞り込まれた．この 3つの VoD
に対して AHP を用いて，VoD4，VoD1，VoD7という順
で優先度付けされた．

この結果，会議室予約システムのポリシーは
PL1 (VoD4) 処理要求が増えてもいいように「依頼」という共

通の処理の枠組を作り，依頼が予約情報を操作するように
する．

PL2 (VoD1) UIが変更されてもいいように，UIと予約情報処
理部分を分離する

PL3 (VoD7) 複数の処理要求に対応できるように，予約情報の
整合性を確保する仕組みを作る

となった．優先度もこの順序である．

4.3 アーキテクチャ導出プロセス

4.3.1 アーキテクチャ要素の構築

図 7に，会議室予約システムにおけるアーキテクチャ要
素 (構造部分のみ)を示す．PL1から概念クラスの候補を
探すと，「要求」，「依頼」，「予約情報」が得られる．これ
がアーキテクチャ要素に含まれる概念クラスになる．こ
れらの概念クラス間の関係を考えると，「要求」が「依頼」
という共通の処理の枠組を通して，予約情報を操作する．
となる．これを UML のクラス図を用いて記述すると 7a)
になる．
これらの概念クラスの役割は，それぞれ，「ユーザの要
求を受け，依頼する」，「依頼を受け，予約情報を変更す
る」，「予約に関する情報を保持する」というものである．
要求と依頼との関係は，「要求」が「依頼」に「予約情報」
の操作をお願いすることである．また，依頼と予約情報に
関する関係は
ユーザが予約やキャンセル，参照という要求を行う際

に，全ての要求を「依頼」という抽象的な概念で扱えるよ
うにするという構造を持ったアーキテクチャ要素である．
このようにすることで，「予約依頼」，「キャンセル依頼」

などと全ての依頼は，継承クラスとして表現できるよう
になるため，ユーザからの依頼の種類が増えても，新たな
依頼のサブクラスとして追加するだけで良い．従って構造
や動作原理を大きく変更する必要は無い．
また，図 7b)は，PL2を満たすために，画面・予約情
報という概念クラスに分離させていることを示す．図 7c)
は，PL3というポリシーから，予約情報に対して画面が
複数存在するというアーキテクチャ要素を構築した．
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図 7: 会議室予約システムにおけるアーキテクチャ要素の
構築

4.3.2 アーキテクチャ結合

会議室予約システムにおけるアーキテクチャ結合の過
程を (図 8)に示す．

1. 図 7a)の要素を置く (図 8 step1)

2. 図 7b)の要素を重ねる (図 8 step2)

• 役割の統一… 画面と要求は同じであるので「画
面」とする. 画面の役割は以下の通り
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– ユーザからの要求を受け付ける
– 予約情報に処理を依頼する
– 処理結果を受け取り表示する

3. 図 7c)のアーキテクチャ要素を重ねる

• 画面と予約情報の関係を加える (図 8 step3)

このようにして,トップレベルのアーキテクチャが構築
された.図 8の step3が会議室予約システムにおけるトッ
プダウンアーキテクチャである.
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図 8: アーキテクチャ要素結合過程

5 考察
ACEに対する考察として，問題解決の検証及び，今後

の方向性について述べる．

5.1 問題解決の検証

成果物の一貫性確保 VoD Networkで，VoD間の矛盾の
排除及び類似，依存関係の整理を行うため，無矛盾なポリ
シーを導出できる．無矛盾なポリシーに基づいて構築さ
れたアーキテクチャ要素を優先度順に結合することで導
出されたアーキテクチャもまた，機能要求を満たす構造と
動作原理の無矛盾性が保証される．
また，アーキテクチャは，アーキテクチャ構築プロセス

の繰り返しによりブレークダウンされる．このとき，アー
キテクチャの概念クラス単位でブレークダウンされるた
め，前サイクルのアーキテクチャを壊すことはできない．
従って アーキテクチャ構築プロセスによって導出された
アーキテクチャには，一貫性が保たれる．

トレーサビリティの向上 ユースケース記述からアーキ
テクチャへの導出過程を表すドキュメントを以下に示す．

• ユースケースからリスクへの過程… アーキテクチャ
特性の質問と答え

• VoDからポリシー抽出への過程… VoD Networkを
用いた VoD間の関係

• リスクからアーキテクチャ構築への過程… ポリシー
アーキテクチャ特性の質問と答えは，どのユースケースか
らリスクが抽出されたかということと，どの質問に対す
るリスクかを示す．また，VoD Networkは，どのリスク
が重視され，選択されたかを示す．また，ポリシーはリス
クを回避するために，アーキテクチャ要素をどのように構
築すればよいかを示しているため，アーキテクチャ構築の
過程を示すことになる．これらのドキュメントを用いれ
ば，ユースケースからアーキテクチャまでの導出過程をト
レース可能であり，アーキテクチャから，それを導き出し
たユースケースへと遡ることもできる．従来の開発手法
では，機能要求からアーキテクチャを導出した根拠を示
すドキュメントはコメントなどだけであり，トレースする
ことは考慮されていない．従って，ACEは，アーキテク
チャ構築において，トレーサビリティを向上させている．

5.2 研究の優位性及び方向性

ここでは，ACEの優位性及び今後の研究課題を，関連
研究と比較することで述べる．ACEの新規性は，アーキ
テクチャ特性と，アーキテクチャに反映しやすいように考
慮されたポリシーである．
アーキテクチャ特性は，リスクを早期に分析し，アー

キテクチャ構築上の対策を表現するために考案されたの
だが，従来のソフトウェア設計手法において，ソフトウェ
ア品質特性をリスク分析のために使用した例はあっても，
アーキテクチャ構築にリスクを回避する対策を反映させ
るという観点で具体的に使用された例はない．早期にリ
スクを分析し，ある程度の変更を吸収できるアーキテク
チャを構築することで，結果として変更量を抑制すること
ができる．

ACEでは，アーキテクチャを考慮する際に VoD単位
でアーキテクチャ要素を構築し，それらを結合するアプ
ローチを取っている．このアプローチだと，問題を細分化
できるため，全体を一度に解決しようとする従来の設計
手法よりも解を導きやすくできるし，トレーサビリティの
向上も容易になる．
また，従来設計では，ポリシーに相当する事が列挙され

ていることはあっても，それらの無矛盾性は保証されて
いない場合が多い．ACEでは，VoD Network を用いて
早期にポリシー内の矛盾を排除しており，アーキテクチャ
構築上での後戻りを無くすことで，開発成果物の一貫性
確保に大きく貢献している．

ACEを製品のアーキテクチャ構築に適用した際に得ら
れた意見の中には，アーキテクチャ特性の質問により，あ
いまいな機能要求の具体化や新規抽出にも役立つという
ものが含まれていた．機能要求が明らかになることで，開
発成果物の一貫性確保やトレーサビリティ向上の他にも，
後のプロセスで発生する設計の後戻りを防ぐ可能性を示
すと考えられる．
今後の方向性としては，ポリシーからアーキテクチャパ

ターンへ変換する具体的な手法，既存の設計に対する評
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表 1: ACE関連研究との比較
項目 ACE ABAS[8] NFR[9, 11] AOA[10]

非機能要求の利用方法 ポリシー抽出 アーキテクチャパターン
の特徴付け

アーキテクチャパターン
と開発目標の関連付け

共通部分と差異の分析

アーキテクチャ要素導出
手法

ポリシーの具体化・反映 パターンを選択 パターンを選択 固定部分と変動部分か
ら構築

トレーサビリティ ポリシー，VoD Net-
workなど

パターンの特徴で示す パターンと目標との関
連で示す

分析過程で示す

プロダクトラインへの
適用

○ 記載なし 記載なし ◎

アーキテクチャの評価 × 記載なし 記載なし ◎

価手段，またプロダクトラインへの積極的な適用手段な
どを導入することを考えている．
アーキテクチャパターンへの変換に関しては，非機能
要求を用いてアーキテクチャパターンを特徴付けるアプ
ローチ [8]や，非機能要求の観点からソフトウェアシステ
ムの目標を表現し，アーキテクチャパターン選択の基準を
与えるアプローチ [9, 11]などが興味深い．
既存の設計に対する評価手段は，非機能要求からアー

キテクチャを評価する Boschらのアプローチ [4]が参考に
なる．また，プロダクトラインへの積極的な適用手段とし
ては，AOA[10]などのアプローチも有用である．
また，現在の手法に対しても，リスクに対する対策が一
意に求まるわけではないため，対策を導き出す基準や候
補リストなどを用意したり，過去の事例などを参照できる
ような仕組みを導入していきたい．

6 まとめ
ソフトウェア開発現場から得られた共通の傾向，「変更
量の増大」を設計成果物における一貫性欠如とトレーサ
ビリティーの低さが問題であると位置付け，ポリシーを設
計プロセスに反映させる手法として，アーキテクチャ指
向設計手法 ACEの概念と，その前段であるアーキテク
チャ構築プロセスを説明した．

ACEを用いることで,設計者のポリシーをアーキテク
チャに反映できるだけではなく,どのようにポリシーをアー
キテクチャへ反映したかというトレーサビリティを示すこ
とができる.これら事を可能にするために，技術要素とし
てアーキテクチャ特性や VoD Network を導入した．
現在，アーキテクチャから実装までのプロセスへの適用

／評価に関しては現在進行中であり，今後設計成果物の一
貫性などを検証して行く．更に，2つの問題点を解決する
ことで，開発成果物の変更量にどれくらい影響を与える
かの検証も行っていく必要がある．
この他にも，ACEの今後の研究課題として，以下の項
目が挙げられる．

• ACE手法のツール化で設計コスト削減

• アーキテクチャパターンの積極適利用を促進

• 既存の設計成果物に対するアーキテクチャ評価・改
善手法の導入

また，これらの課題に取り組む過程で，ACEをより多
くの開発プロセスへ適用し，アーキテクチャ特性へドメイ
ン特化の質問を充足させたり，リスクから対策を導出する
コストの省力化などを行いたい．
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